
Ⅱ　個別の点検結果

 １　点検結果の一覧表

　〈点検結果の一覧表の見方〉

１.「制度名」
  各評価書に記載されている租税特別措置等(以下「租特」という。)の名称を記載。

２.「区分」
  租特の要望区分等に応じて、以下を記載。
　 ［新設］:租特の新設に係る事前評価を表す。
   ［拡充］:租特の拡充に係る事前評価を表す。
   ［延長］:租特の延長に係る事前評価を表す。
   ［拡・延］:租特の拡充及び延長に係る事前評価を表す。
   ［新拡延］:租特の新設、拡充及び延長に係る事前評価を表す。
   ［事後］:事後評価を表す。

３.「義務付け」
  評価が義務付けられている法人税、法人住民税又は法人事業税に係る評価である場合に［○］を記載。

４.「点検結果表における指摘」
  点検結果表の【点検結果】欄において、下記①～⑤に該当する指摘をしている場合に［●］を記載。
　 ①.「未実施」:評価の主要な項目で分析・説明が実施されていない
　 ②.「合理性」:「６つのテスト」のうち「背景にある政策の今日的な『合理性』」の分析・説明が不十分と認
                 められる
　 ③.「有効性」:「６つのテスト」のうち「政策目的に向けた手段としての『有効性』」の分析・説明が不十分
                 と認められる
　 ④.「相当性」:「６つのテスト」のうち「補助金等他の政策手段と比した『相当性』」の分析・説明が不十分
                 と認められる
　 ⑤.「その他」:上記②～④以外の事項についての分析・説明が不十分と認められる
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合
理
性

有
効
性

相
当
性

特定非営利活動法人に係る税制上の特例措置 新拡延 ○ ●

公益社団・財団法人への寄附金に係る税額控除制度の創設（所得税） 新設 ●

公益社団・財団法人への寄附金に係る税制上の特例措置の拡充（個人住民税） 拡充 ●

コンセッション方式の導入に伴う償却方法の創設（事業権（仮称）の事業期間以内で
の償却可能化）

新設 ○ ● ●

ＰＦＩ法に規定する選定事業者が取得する一定の公共施設等に係る特例措置の拡充 拡充 ● ●

新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築のための税制上の所要の
措置

新設 ○ ●

地震防災対策用資産の取得に関する特例措置（所得税・法人税） 延長 ○ ● ●

新潟県中越沖地震災害による被災代替家屋に係る特例措置 延長 ● ●

沖縄路線航空機に積み込まれる航空機燃料に係る航空機燃料税の税率の特例措置の拡
充

拡充 ● ●

「国際戦略総合特区」（仮称）における特例措置 新設 ○ ● ●

「地域活性化総合特区」（仮称）における特例措置 新設 ● ●

環境未来都市整備地域における税制上の特例措置 新設 ○ ● ●

女性の再就職促進のための税制上の優遇措置 新設 ○ ●

捜査特別報奨金の非課税 新設 ●

イスラム金融に関する所要の税制措置 拡充 ○ ●

特別法人税の撤廃 新設 ●

投資法人の導管性要件である投資口国内50％超募集要件の見直し 拡充 ○ ● ●

協同組織金融機関に係る一般貸倒引当金の割増特例措置の恒久化 延長 ○ ● ●

少額短期保険業者に係る収入割の特例措置の延長 延長 ○ ● ●

企業年金等への移行が不可能な適格退職年金に係る税制上の特例措置の継続 新設 ●

損害保険会社等の火災保険等に係る異常危険準備金の積立額の損金算入 事後 ○ ● ● ●

過疎地域における事業用設備等に係る特別償却の延長 延長 ○ ● ● ●

過疎地域における事業用資産の買換えの場合の課税の特例措置の延長 延長 ○ ● ● ●

中小企業等基盤強化税制(中小企業情報基盤強化税制) 延長 ○ ●

中小企業等基盤強化税制(中小企業情報基盤強化税制) 延長 ○ ●

中小企業等基盤強化税制(中小卸売、小売及びサービス業) 延長 ○ ● ●

試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除 拡充 ○ ●

中小企業者等の試験研究費に係る特例措置 拡充 ○ ●

「光の道」推進税制(公共アプリケーション利活用促進税制)の創設 新設 ○ ● ●

「光の道」推進税制(公共アプリケーション利活用促進税制)の創設 新設 ● ●

通信業用設備等に係る法定耐用年数の短縮 拡充 ○ ●

番号 制度名 区分

義
務
付
け

点検結果表に
おける指摘

未
実
施

内閣04

内閣05

内閣06

内閣07

内閣08

内閣09

６つのテスト
そ
の
他

 内閣府

内閣01

内閣02

内閣03

 金融庁

金融01

金融02

金融03

金融04

金融05

内閣10

内閣11

内閣12

内閣13

 国家公安委員会・警察庁

警察01

総務04

総務05

総務06

総務07

総務08

総務09

金融06

金融07

 総務省

総務01

総務02

総務03

総務10
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番号 制度名 区分

義
務
付
け

点検結果表に
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未
実
施

６つのテスト
そ
の
他

通信業用設備等に係る法定耐用年数の短縮 拡充 ○ ●

メーリングサービス業に対する中小企業等基盤強化税制の延長 延長 ○ ● ● ● ●

特定非営利活動法人に係る税制上の特例措置 新拡延 ○ ●

適格退職年金の積立金に対する特別法人税の撤廃もしくは課税停止措置の延長 延長 ●

制度的に他の企業年金等へ移行できない適格退職年金に係る税制優遇措置の継続 新設 ●

地域住民同士により公共活動を行うＮＰＯ法人に係る認定ＮＰＯ法人制度の認定要件
の緩和

拡充 ○ ● ●

新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築のための税制上の所要の
措置

新設 ○ ●

中小企業等基盤強化税制（教育訓練費に係るもの） 延長 ○ ● ●

試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除 拡充 ○ ● ●

事業基盤強化設備に係る特別償却制度等の適用期限の延長 延長 ○ ● ● ●

事業基盤強化設備に係る特別償却制度等の適用期限の延長 延長 ○ ● ● ●

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の貸倒引当金の特例措置の適用期限の延
長

延長 ○ ● ● ●

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の貸倒引当金の特例措置の適用期限の延
長

延長 ○ ● ● ●

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の留保所得に係る特別控除制度の適用期
限の延長

延長 ○ ● ● ●

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の留保所得に係る特別控除制度の適用期
限の延長

延長 ○ ● ● ●

産業活力再生特別措置法に係る税制上の特例措置の拡充 拡充 ● ●

産業活力再生特別措置法に係る税制上の特例措置の延長 延長 ●

試験研究費の総額に関する税額控除制度の拡充 拡充 ○ ● ●

グリーン投資減税 新設 ○ ●

サービス付き高齢者住宅(仮称)供給促進税制 拡・延 ○ ● ●

医業継続に係る相続税・譲与税の納税猶予等の特例措置 新設 ● ● ●

医療安全に資する医療機器等の導入に係る特別償却制度の適用期限の延長 延長 ○ ●

医療用機器に係る特別償却制度の適用期限の延長 延長 ○ ● ●

事業主が存在しない等の理由によって企業年金等に移行できない適格退職年金に関す
る税制優遇措置の継続

新設 ●

共同利用施設の特別償却制度の延長 延長 ○ ● ●

公害防止用設備の特別償却制度の延長 延長 ○ ● ●

企業年金等の積立金に対する特別法人税の撤廃 新設 ●

障害者を多数雇用する事業所に係る税制上の特例措置 延長 ○ ● ●

譲渡所得に係る特別控除の特例の障害者通所サービス等への範囲の拡充 新設 ○ ● ● ●

新型インフルエンザ対策に係る医療提供体制整備促進税制の延長 延長 ○ ●

地震防災対策用資産の取得に関する特例措置(所得税・法人税) 延長 ○ ● ●

財務01

財務02

 文部科学省

文科01

文科02

文科03

総務11

総務12

 外務省

外務01

 財務省

厚労04

厚労05

厚労06

厚労07

厚労08

厚労09

文科04

 厚生労働省

厚労01

厚労02

厚労03

厚労16

厚労17

厚労18

厚労19

厚労20

厚労21

厚労10

厚労11

厚労12

厚労13

厚労14

厚労15

厚労22
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番号 制度名 区分

義
務
付
け

点検結果表に
おける指摘

未
実
施

６つのテスト
そ
の
他

中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制）の延長 延長 ○ ●

平成12年度医療法改正による改正後の構造設備基準に適合した病院等への建替えに係
る特別償却制度の適用期限の延長

延長 ○ ● ●

療養病床の転換に係る特別償却制度 延長 ○ ● ● ●

中小企業等基盤強化税制（教育訓練費） 延長 ○ ●

社会保険診療報酬の所得計算の特例 事後 ○ ● ●

「重度障害者等施設設置等助成金（仮称）」の創設に伴う税制上の所要の措置 延長 ● ●

保険会社等の異常危険準備金 事後 ○ ● ●

植林費の損金算入の特例（国税） 延長 ○ ●

植林費の損金算入の特例（地方税） 延長 ○ ●

中小企業等の貸倒引当金の特例（国税） 延長 ○ ● ●

中小企業等の貸倒引当金の特例（地方税） 延長 ○ ● ●

中小企業等の貸倒引当金の特例（森林組合等）（国税） 延長 ○ ●

中小企業等の貸倒引当金の特例（森林組合等）（地方税） 延長 ○ ●

中小企業等の貸倒引当金の特例（国税） 延長 ○ ● ●

中小企業等の貸倒引当金の特例（地方税） 延長 ○ ● ●

技術研究組合の所得計算の特例 延長 ○ ●

グリーン投資減税（木質・草本バイオマスガス利用装置） 新設 ○ ● ●

グリーン投資減税（バイオマスエタノール製造設備） 新設 ○ ● ●

グリーン投資減税（木質バイオマス熱電併給型木材乾燥装置） 新設 ○ ●

グリーン投資減税（木質バイオマス利用加温装置） 新設 ○ ● ●

事業基盤強化設備を取得した場合等の特別償却又は税額の特別控除（特定農産加工業
経営改善臨時措置法）（国税）

延長 ○ ● ●

事業基盤強化設備を取得した場合等の特別償却又は税額の特別控除（特定農産加工業
経営改善臨時措置法）（地方税）

延長 ○ ● ●

集積区域における集積産業用資産の特別償却 延長 ○ ●

新用途米穀加工品等製造設備の特別償却 延長 ○ ●

特定地域における工業用機械等の特別償却（半島振興対策実施地域） 拡・延 ○ ● ●

特定地域における工業用機械等の特別償却（過疎地域） 延長 ○ ● ●

特定地域における工業用機械等の特別償却（離島振興対策実施地域） 拡・延 ○ ● ● ●

特定地域における工業用機械等の特別償却（奄美群島） 拡・延 ○ ●

特定地域における工業用機械等の特別償却（振興山村として指定された地区） 延長 ○ ● ●

農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得した場合の課税の特例 拡・延 ○ ●

肉用牛の売却による農業所得の課税の特例 延長 ○ ●

特定の事業用資産の買換え・交換の場合の譲渡所得の課税の特例措置（市街化区域等
の内外の農業用資産）

延長 ○ ●

特定の事業用資産の買換え・交換の場合の譲渡所得の課税の特例措置（農用地区域等
内にある土地等）

延長 ○ ●

特定の事業用資産の買換え及び交換の場合の譲渡所得の課税の特例 延長 ○ ●

厚労28

厚労29

 農林水産省

農水01

農水02

農水03

厚労23

厚労24

厚労25

厚労26

厚労27

農水09

農水10

農水11

農水12

農水13

農水14

農水04

農水05

農水06

農水07

農水08

農水21

農水22

農水23

農水24

農水25

農水26

農水15

農水16

農水17

農水18

農水19

農水20

農水27
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番号 制度名 区分

義
務
付
け

点検結果表に
おける指摘

未
実
施

６つのテスト
そ
の
他

独立行政法人農畜産業振興機構において生産者負担金を管理する場合、当該負担金を
必要経費又は損金算入の対象となるよう追加

新設 ○ ● ●

卸売市場機能高度化設備等を取得した場合の特別償却又は税額の特別控除の創設（国
税）

新設 ○ ● ●

卸売市場機能高度化設備等を取得した場合の特別償却又は税額の特別控除の創設（地
方税）

新設 ○ ● ●

収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例 事後 ○ ●

収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例 事後 ○ ●

収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例（土地改良事業） 事後 ○ ●

収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例 事後 ○ ●

収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例 事後 ○ ●

収用換地等の場合の所得の特別控除（土地改良事業） 事後 ○ ●

収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除 事後 ○ ●

収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除 事後 ○ ●

収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除（農振法） 事後 ○ ● ●

収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除 事後 ○ ●

収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除 事後 ○ ●

保険会社等の異常危険準備金 事後 ○ ● ●

保険会社等の異常危険準備金 事後 ○ ● ●

保険会社等の異常危険準備金 事後 ○ ● ●

アジア拠点化のための税制措置 新設 ○ ● ●

産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法（産活法）に基づく有限責任
事業組合（ＬＬＰ）への現物出資に係る譲渡益課税の繰り延べ

新設 ○ ● ●

石油化学製品の製造のため消費される揮発油の免税等 拡充 ●

移出または引取りに係る揮発油及びみなし揮発油の特定用途免税 拡充 ●

引取りに係る石油製品等の石油石炭税の免税 拡充 ●

引取りに係る特定石炭の石油石炭税の免税 拡充 ● ●

石油化学製品の原料用特定揮発油等に係る石油石炭税の還付 拡充 ● ●

石油アスファルト等に係る石油石炭税の還付 拡充 ●

産業集積の再生に向けた市区町村向けの高度化融資の創設に伴う税制措置 新設 ○ ● ●

特定の資産の買換えの場合等の課税の特例（中小企業高度化事業） 延長 ○ ● ●

信用保証協会が受ける抵当権の設定登記等の税率の軽減 延長 ●

特定災害防止準備金（採石災害防止準備金） 延長 ○ ●

特定災害準備金（露天石炭採掘災害防止準備金） 延長 ○ ●

中小企業者等の法人税率の特例 拡充 ○ ● ●

試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除 拡充 ○ ● ●

技術研究組合の所得計算の特例 延長 ○ ● ●

産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法（産活法）の改正に伴う登録
免許税の所要の措置

拡充 ● ●

農水33

農水34

農水35

農水36

農水37

農水38

農水28

農水29

農水30

農水31

農水32

農水44

 経済産業省

経産01

経産02

経産03

経産04

農水39

農水40

農水41

農水42

農水43

経産11

経産12

経産13

経産14

経産15

経産16

経産05

経産06

経産07

経産08

経産09

経産10

経産17
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産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法等に基づく不動産取得税の軽
減措置の延長

延長 ●

グリーン投資減税（旧エネルギー需給構造改革推進投資促進税制） 新設 ○ ●

企業立地促進法に基づく同意基本計画で定められた集積区域における集積産業用資産
の特別償却

延長 ○ ● ●

中小企業等基盤強化税制（経営革新計画） 延長 ○ ● ●

中小企業等基盤強化税制（中小卸売、小売及びサービス業） 延長 ○ ●

中小企業等基盤強化税制（教育訓練費） 延長 ○ ●

中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制） 延長 ○ ●

中小企業等の貸倒引当金の特例 延長 ○ ● ● ●

商工組合等の留保所得の特別控除 延長 ○ ● ● ●

バイオエタノール等揮発油に係る課税標準の特例 拡充 ● ●

金融所得課税に係る損益通算の範囲拡大に向けた所要の措置 新設 ● ●

金融所得課税に係る損益通算の範囲拡大に向けた所要の措置 新設 ● ●

既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除 延長 ●

農林漁業用輸入Ａ重油の石油石炭税免税措置 延長 ●

特定の重油を農林漁業の用に供した場合の石油石炭税の還付 延長 ● ●

電気供給業の課税標準の算定にあたって特定規模需要向けの託送料金を控除する特例
措置

延長 ○ ● ●

中小企業の事業再生に伴う不動産取得税の軽減措置 延長 ● ●

再生可能エネルギーに係る課税標準の特例措置の拡充 拡・延 ● ●

再生可能エネルギーの全量買取制度の導入に伴う特例措置 新設 ○ ●

低公害車の燃料供給設備に係る特例措置 延長 ● ●

中小企業者等の試験研究費に係る特例措置 拡充 ○ ● ●

排出ガス規制新基準に適合した特定特殊自動車に係る課税標準の特例措置の創設 新設 ● ● ●

新潟県中越沖地震災害による被災代替家屋に係る特例措置 延長 ● ●

特別修繕準備金（連続式溶解炉（ガラス）） 事後 ○ ● ● ●

特別修繕準備金（銑鉄製造用の溶鉱炉及び熱風炉） 事後 ○ ● ● ●

高度化事業の用に供するために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除（中小企
業高度化事業）

事後 ○ ● ●

保険会社等の異常危険準備金 事後 ○ ● ●

特別修繕準備金（球形ガスホルダー） 事後 ○ ●

特別修繕準備金（石油の貯蔵の用に供する貯油槽） 事後 ○ ●

原子力発電施設解体準備金 事後 ○ ●

使用済燃料再処理準備金 事後 ○ ●

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の業務用資産に係る特例措置 事後 ● ●

中小企業高度化事業①事業所税の非課税②事業協同組合等の取得資産に対する不動産
取得税の納税義務の免除③共同利用機械等の固定資産税の軽減④共同施設用建物の不
動産取得税の課税標準の特例

事後 ● ●

固定資産税の課税標準等の特例措置 事後 ● ●

経産23

経産24

経産25

経産26

経産27

経産28

経産18

経産19

経産20

経産21

経産22

経産34

経産35

経産36

経産37

経産38

経産39

経産29

経産30

経産31

経産32

経産33

経産46

経産47

経産48

経産49

経産50

経産51

経産40

経産41

経産42

経産43

経産44

経産45
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試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除 拡充 ○ ● ●

海外インフラプロジェクト準備金の創設 新設 ○ ●

コンセッション方式の導入に伴う償却方法の創設（事業権（仮称）の償却可能化） 新設 ○ ● ●

中小企業等基盤強化税制（経営革新計画） 延長 ○ ● ●

中小企業等の貸倒引当金の特例(法人税) 延長 ○ ● ● ●

商工組合等の留保所得の特別控除(法人税) 延長 ○ ● ● ●

投資法人の導管性要件である投資口国内50％超募集要件の見直し 拡充 ○ ● ● ●

戦略核都市圏広域連携推進機構（仮称）に係る特例措置の創設 新設 ○ ●

「新しい公共」によるコミュニティ活動支援ファンドへの投資に対する特例措置の創
設

新設 ○ ● ●

大都市圏の新たな政策区域に係る事業用資産の買換特例措置 新設 ○ ● ●

関西文化学術研究都市建設促進法に基づいて整備される文化学術研究施設に係る特別
償却制度

延長 ○ ● ●

半島振興対策実施地域における工業用機械等の特別償却制度 拡・延 ○ ● ●

過疎地域における事業用資産の買換えの場合の課税の特例措置 延長 ○ ● ● ●

振興山村における工業用機械等の特別償却 延長 ○ ● ●

過疎地域における事業用設備等に係る特別償却 延長 ○ ● ● ●

特定都市再生緊急整備地域（仮称）に係る課税の特例措置 新設 ○ ●

都市再生促進税制 拡・延 ○ ●

まち再生促進税制 拡・延 ○ ●

都市の再生を図るための新たな金融支援に関連する特例措置 新設 ○ ●

認定事業用地適正化計画に基づく土地等の交換等に係る特例措置 拡・延 ○ ●

まちづくりを担う法人に対する支援税制 新設 ○ ●

エネルギーの共同利用のための設備等を取得した場合の特別償却又は税額の特別控除 新設 ○ ●

市街地再開発事業における特定の事業用資産の買換え等の特例措置 延長 ○ ●

特定民間再開発事業の建築物等における特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延
長

延長 ○ ●

市街地再開発事業により建築された施設建築物の取得者に対する割増償却制度 延長 ○ ●

離島振興対策実施地域における工業用機械等に係る特別償却制度 拡・延 ○ ● ● ●

奄美群島における工業用機械等に係る特別償却制度 拡・延 ○ ●

小笠原諸島における旅館業建物等に係る特別償却制度 新設 ○ ● ●

下水道資源の利活用のための設備等を取得した場合の税制上の特例措置 新設 ○ ●

雨水貯留浸透施設に係る割増償却制度の延長 延長 ○ ● ● ●

サービス付き高齢者住宅(仮称)供給促進税制 拡・延 ○ ● ●

グリーン投資減税（旧エネルギー需給構造改革推進投資促進税制） 新設 ○ ●

バリアフリー法に基づく認定特定建築物に係る特例措置 延長 ○ ● ● ●

認定建替計画（特定防災機能向上型）に係る事業用資産の買換特例の延長 延長 ○ ● ●

国交06

国交07

国交08

国交09

国交10

国交11

 国土交通省

国交01

国交02

国交03

国交04

国交05

国交17

国交18

国交19

国交20

国交21

国交22

国交12

国交13

国交14

国交15

国交16

国交29

国交30

国交31

国交32

国交33

国交34

国交23

国交24

国交25

国交26

国交27

国交28
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防災街区整備事業に係る事業用資産の買換特例等の延長 延長 ○ ● ●

事業基盤強化設備を取得した場合等の特別償却又は税額控除の延長 延長 ○ ●

特定の事業用資産の買換等の場合の課税の特例措置の延長及び拡充 拡・延 ○ ●

内航環境低負荷船の特別償却制度の延長及び拡充 拡・延 ○ ●

対外船舶運航事業を営む法人の日本船舶による収入金額の課税の特例（トン数標準税
制）の拡充

拡充 ○ ●

国際競争力を有する国際運輸基盤整備のための特別償却制度の創設 新設 ○ ●

国際船舶の所有権保存登記等に係る登録免許税の軽減措置の拡充 拡充 ●

持株会社の設立による関西国際空港及び大阪国際空港の経営統合に係る特例措置の創
設

新設 ○ ● ●

特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長 延長 ○ ●

国際競争力強化及び環境負荷低減に資する物流効率化施設に係る割増償却制度 拡・延 ○ ●

特定の事業用資産の買換え等の特例措置 延長 ○ ●

地震防災対策用資産の取得に関する特例措置 延長 ○ ● ●

新幹線鉄道大規模改修準備金 事後 ○ ● ● ●

船舶の定期検査に係る特別修繕準備金 事後 ○ ●

ＰＣＢ汚染物等無害化処理用設備、石綿含有廃棄物等無害化処理用設備に係る特別償
却措置の延長

延長 ○ ● ●

環境未来都市整備地域における税制上の特例措置 新設 ○ ● ●

グリーン投資減税（旧エネルギー需給構造改革推進投資促進税制） 新設 ○ ●

特定非営利活動法人に係る税制上の特例措置 新拡延 ○ ●

試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除 拡充 ○ ● ●

特定の事業用資産の買換え及び交換の場合の譲渡所得の課税の特例 延長 ○ ●

特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除 事後 ○ ●

国交41

国交42

国交43

国交44

国交45

国交35

国交36

国交37

国交38

国交39

国交40

環境03

環境04

環境05

 防衛省

防衛01

防衛02

国交46

国交47

国交48

 環境省

環境01

環境02
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